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支払調書の提出・源泉徴収票の交付


固定資産税の償却資産に関する申告


個人の道府県民税及び市町村民税の納付


（第4期分）


12月分源泉所得税・住民税の特別徴収額の納付


特例適用者は前年7月～12月までの徴収分を納付


11月決算法人の確定申告〈法人税･消費税･地方消費税･法人事業税･法人住民税〉


2月･5月･8月･11月決算法人の3月ごとの期間短縮に係る確定申告〈消費税･地方消費税〉








7.  法人･個人事業者の1月ごとの期間短縮に係る確


定申告〈消費税・地方消費税〉


8.  5月決算法人の中間申告〈法人税･消費税･地方消


費税･法人事業税･法人住民税〉


9.  消費税の年税額が400万円超の2月･5月･8月


　　決算法人の3月ごとの中間申告〈消費税･地方消


費税〉


10. 消費税の年税額が4,800万円超の10月･11月


決算法人を除く法人・個人事業者の1月ごとの


中間申告〈消費税･地方消費税〉


11.  給与支払報告書の提出





1月の税務





給与所得者の年末調整


固定資産税（都市計画税）の第３期分の納付


11月分源泉所得税・住民税の特別徴収額の納付


4.　10月決算法人の確定申告〈法人税･消費税･地方


消費税･法人事業税･法人住民税〉


1月･4月･7月･10月決算法人の3月ごとの期間短縮に係る確定申告〈消費税･地方消費税〉


法人･個人事業者の1月ごとの期間短縮に係る確定申告〈消費税・地方消費税〉

















7.　4月決算法人の中間申告〈法人税･消費税･地方消


費税･法人事業税･法人住民税〉


8.  消費税の年税額が400万円超の1月･4月･7月


　　決算法人の3月ごとの中間申告〈消費税･地方消


費税〉


9.　消費税の年税額が4,800万円超の9月･10月


決算法人を除く法人・個人事業者の1月ごとの中間申告〈消費税･地方消費税〉








12月の税務








所得税の予定納税額の納付（第２期分）


特別農業所得者の所得税の予定納税額の納付


所得税の予定納税額の減額申請


個人事業税の納付（第２期分）


10月分源泉所得税・住民税の特別徴収額の納付


9月決算法人の確定申告〈法人税･消費税･地方消費税･法人事業税･法人住民税〉


3･6･9･12月決算法人・個人事業者の3月ごとの期間短縮に係る確定申告〈消費税･地方消費税〉








8.  3月決算法人の中間申告〈法人税･消費税･地方


　　消費税･法人事業税･法人住民税〉


9.  消費税の年税額が400万円超の3月･6月･12月


　　決算法人・個人事業者の3月ごとの中間申告


〈消費税･地方消費税〉


10. 消費税の年税額が4,800万円超の8月･9月決算


法人を除く法人・個人事業者の1月ごとの中間


申告〈消費税･地方消費税〉





11月の税務
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書籍紹介








『1週間熟眠法』


さかもとはるゆき著　中経出版


さかもとさんは、太極拳をベースにした東洋的な体の使い方を通じて、経営者や


ビジネスマンのパフォーマンスを向上させるお手伝いをしている方です。


　睡眠を通じてパフォーマンスを向上させ、「いつも結果を出せる」状態を保っていた


だけることを願って本書を書かれています。ちなみに私、本書に出てくる「睡眠改善


講座（入門編）」で飲んだくれてみた人間です。ぜひ御一読を(^o^)丿。





中山到税理士事務所
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・体長　約27㎝


・ある日の食事


　どじょう


・困っていること


　生き餌を買いに行けない


・短評


水温が下がってきて食欲が旺盛に。飼い主に似て


太っちまうぜ！！。
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いただければと


思います。





タバコ税の増税が今月より始まりました。


愛煙家の方々にはますます高額納税者の雰囲気になってきました。


この増税を機に禁煙を始めたり考えている方々も多いかと思います。その禁煙治療にかかった費用についてですが、所得税の医療費控除の対象になります。


すでに病気になっており、その治療の一環として禁煙治療を受けている人はもちろん、病気でなくても医師の指導により禁煙治療を受けたのであればその禁煙治療費は医療費控除の対象になり、また医師から処方箋をもらって、ニコチンガムなどの禁煙補助薬を購入した場合は、医療費控除を受けることができます。


喫煙者の方は年明けの確定申告に向けて頭に入れといて
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経営・税務お役立ちネタ
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なんでもお気軽にご相談ください





〒174-0056  東京都板橋区志村3-3-10


TEL/FAX 03-6780-5069


E-mail : support@itaru-tax.com


HP : � HYPERLINK "http://www.itaru-tax.com" �http://www.itaru-tax.com�/


なまずﾌﾞﾛｸﾞ http://ameblo.jp/namazunamazunamazu/
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中山到税理士事務所事務所通信





なまずの探知能力で企業の変化を素早く察知





めっきり涼しくなってまいりました。皆様お変わりなくお過ごしのことと存じます。





　全くのわたくしネタになりますが、来年三月にフルマラソンに申し込んでしまいました。地元板橋の荒川河川敷で開催されていた荒川マラソンが、次回開催から「板橋Cityマラソン」なんて小洒落た名称になったのにつついときめいてしまいました。


　しかし健康維持に走ることは最適と考え、練習をしていこうと思っております。


　ますます健康で、皆さまのお役立ち力をアップできればと思います。
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財務省と国税庁は、いわゆる生命保険の二重課税をめぐって、個人が納めすぎた所得税の還付を今月20日より始めました。


還付請求は生保会社からの通知書やその年の所得を証明する書類などが必要とります。


還付の対象年に確定申告していれば、更正の請求（申告内容の変更手続き）を行います。


またその還付対象年に確定申告をしていなければ、新たに確定申告が必要となります。


なお時効にかかる部分のうち2000年～2004年分についても特別措置として救済の予定となっております。


詳細は事務所までお問い合わせください。





禁煙治療費も医療費控除の対象に





前号年金保険の二重課税の続報
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2010秋号








